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小倉総合庁舎等敷地有効活用事業 既存建物等の解体・撤去に関する協定書（案） 

 

 小倉総合庁舎等敷地有効活用事業（以下「本事業」という。）に関して、福岡県（以下「甲」という。）

と、〔        〕（以下「代表企業」という。）を代表企業とし、代表企業、〔        〕

及び〔        〕を構成員とする〔        〕 グループ（以下「乙」という。）は、次

のとおり建物の解体・撤去に関する協定（以下「本協定」という。）を締結する。 

 

（目的） 

第１条 本協定は、本事業の公募要項及び公募手続時の質問回答（令和５年５月２４日公募開始、以下「公

募要項等」という。）、甲乙間で締結された本事業に関する基本協定（〔    〕年〔  〕月〔  〕

日締結、以下「基本協定」という。）及び別途甲乙間で協議し合意したところに従って、福岡県北九州

市小倉北区城内４７番２、４７番９（以下「本件地」という。）上に所在する福岡県小倉総合庁舎等（本

件地上に所在する既存建物及び擁壁等工作物をいう。以下「既存建物等」という。）の解体・撤去を乙

が依頼する建設業者（以下「施工業者」という。）に実施させる際の、甲及び乙双方の義務又は役割に

ついて必要な事項を定めることを目的とする。 

 

（当事者の義務） 

第２条 甲及び乙は、前条の目的の達成のため、それぞれ誠実に対応するものとする。 

 

（解体等の実施） 

第３条 乙は、第５条に記載の甲所有の既存建物等を地下部分も含めて施工業者に解体・撤去させ、更地

にした状態で甲に引き渡すものとする。ただし、既存建物等の解体後に乙が本件地上で別途建設する建

物（以下「新施設」という。）の建設工事の計画上、本件地を埋め戻さない場合があることを甲は予め

了解する。 

２ 既存建物等の基礎杭等の地下構造物は原則として全て撤去することとする。ただし、杭等の撤去が新

施設の建設計画に影響を与える場合等やむを得ない事情がある場合には、乙と甲がその対応について

協議することとする。 

３ 甲及び乙は、既存建物等内に甲が残置した物品については、甲を排出事業者として処分を行うが、そ

の処分費用は全て乙の負担とすること（又は、乙が施工業者等に負担させること）に合意し、必要な手

続きを行うものとする。 

 

（解体実施の根拠） 

第４条 本事業における既存建物等の解体・撤去は、公募要項等及び基本協定を根拠として実施されるも

のであり、乙は、それらの内容及び別途甲乙間で協議し合意したところに従って解体・撤去を施工業者

に実施させる。 

 

（解体物件の表示） 

第５条 第１条に規定する既存建物は次のとおりである。 

名  称：福岡県小倉総合庁舎 

所  在：福岡県北九州市小倉北区城内４７番２ 

竣工時期：昭和５３年９月 

建物構造：鉄筋コンクリート造地下１階地上４階建＋別棟（平屋建） 

延床面積：２，６２４．６９㎡（本館 ２，４８４．６９㎡ ＋ 別棟 １４０．００㎡） 
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用  途：行政庁舎（北九州東県税事務所及び北九州県民情報コーナーが入居中） 

 

名  称：城内待機宿舎 

所  在：福岡県北九州市小倉北区城内４７番９ 

竣工時期：昭和４６年３月 

建物構造：鉄筋コンクリート造４階建（１階部分が車両基地、２～４階部分が待機宿舎） 

延床面積：１，８２２．４６㎡（基地 ６９０．３２㎡ ＋ 宿舎 １，１３２．１４㎡） 

用  途：警察車両の保管・整備及び警察職員の待機宿舎 

     ※ただし、待機宿舎機能については別地に移転済みであり、現在は不使用 

   

（解体・撤去工事に係る管理監督） 

第６条 乙は解体・撤去工事を施工業者に実施させる際は、当該施工業者を県に報告するとともに、当該

施工業者の施工状況について管理監督し、適切に解体・撤去工事が実施されるようにしなければならな

い。 

    

（解体工事実施計画） 

第７条 乙は解体・撤去工事の着手に先立ち、施工業者に実施計画を作成させ、当該計画を甲に提出する

ものとする。なお、甲は当該計画の内容について要望がある場合は、乙に申し入れを行い、乙と協議を

することができるものとする。 

２ 乙は、施工業者をして前項の実施計画に、工期、工程表、施工管理体制、事故防止及び環境保全に十

分配慮した解体工法、建設副産物の処理方法等について具体的に記載させるよう努めるものとする。な

お、関係法令に基づく建設副産物の再資源化については、乙はこれを無償で利用できるものとする。 

３ 乙は、実施計画の内容を変更する必要が生じた場合は、甲に報告するとともに、施工等に支障がない

よう、施工業者に適切な措置を講じさせるよう努めるものとする。なお、甲は当該変更後の計画の内容

について要望がある場合は、乙に申し入れを行い、乙と協議をすることができるものとする。 

 

（報告義務及び協議） 

第８条 乙は、自らの確認又は施工業者からの次の各号のいずれかに該当する報告により、工事の一時中

止等が必要となった場合若しくは工事に支障をきたす状況であると判断される場合は、直ちにその状

況を甲へ報告し、またその後の対応策について甲と協議するものとする。 

（１）第三者又は工事関係者の安全を確保する場合 

（２）工事の着手後、周辺環境問題等が発生した場合 

（３）埋蔵文化財、土壌汚染、地中障害物等その他施工の支障となる物質、事象等が発見された場合 

（４）暴風、豪雨、洪水、高潮、地震、地滑り、落盤、火災、騒乱、暴動その他自然的又は人為的な事象

で、乙の責めに帰すことができないものにより、工事現場の状態が変動した場合 

 

（近隣との折衝） 

第９条 解体・撤去工事の施工にあたっての近隣との折衝は、次の各号による。また、その経過について

乙は自ら記録を行い、若しくは施工業者によって記録を行わせ、甲へ報告を行うものとする。 

（１）乙は地域住民等との工事の施工上必要な折衝を自ら行い、若しくは施工業者に行わせるものとし、

あらかじめその概要を甲へ報告する。 

（２）乙は工事に関して、乙もしくは施工業者に対し第三者から説明の要求又は苦情があった場合は、直

ちに乙自ら、もしくは施工業者によって誠意をもって対応する。 
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（事前措置） 

第１０条 乙は既存建物等の解体・撤去を施工業者に行わせるに当たり、次の各号に定める事前措置を施

工業者に行わせるよう努めるものとする。 

（１）特別管理産業廃棄物、 アスベスト含有建材又は特殊な建設副産物がある場合は、乙の負担により、

関係法令等の内容に従い適切に処理する。 

（２）各種設備機器の停止及び給水、ガス、電力、通信の供給が停止していることを確認する。なお、給 

水管、ガス管、ケーブル等の供給管の切断は次の①及び②による。 

   ①切断は、解体に支障がない位置で適切に行い、給水管、ガス管等は一次側をプラグ止めとする等、

止水又は漏えい防止の措置を講ずる。また、切断位置は明確にし、乙は施工業者から受領した

記録を甲へ提出する。 

②新たに配管、配線等の切回しが必要となる場合は甲と協議する。 

（３）落下するおそれのある付属物は、事前に撤去する。 

（４）建築物等の解体に際して、周辺環境に害虫による影響が予想される場合は駆除等を行う。  

（５）電気設備のコンデンサ等は、残留電荷の放電を行う。 

（６）蓄電池等は、充電状態の確認を行い、短絡等による事故発生を防止する。 

（７）衛生器具等は、十分に洗浄を行い、汚水、汚物等による異臭の発生を防止する。  

（８）浄化槽及び排水槽等が存在する場合は、その汚水並びに汚物の最終回収（通常の回収作業のレベル）

については甲が行い、その後の洗浄、消毒等の措置については施工業者が行うことで、異臭の発生

並びに周囲及び地中への汚染を防止する。 

（９）その他、解体・撤去中若しくは解体後の土地利用に支障が生じないための措置を講ずる。 

 

（躯体の解体・撤去） 

第１１条 解体・撤去に当たっては、乙は施工業者に施工計画書の手順に従って進めさせ、また躯体の安

定性を常に確認させるように努めるものとする。なお、乙自ら、もしくは施工業者が施工計画と相違す

る点を発見した場合又は予見した場合は、乙は工事を一時中断し、必要に応じて適切な措置を講ずるも

のとする。 

２ 解体・撤去に重機等を使用する場合は、乙は施工業者にコンクリート塊等の重量、振動又は衝撃に対

して、床・はり等に適切な補強を行い、安全性を確保させるように努めるものとする。 

３ 乙は施工業者に解体・撤去を行わせるにあたっては、次の各号に留意して行わせるよう努めるものと

する。 

（１）階上からの作業による破砕解体・撤去を行う場合は、過荷重を避けるため複数機等が集中すること

のないようにする。 

（２）躯体の地上外周部の解体・撤去は、次の①及び②による。 

①片持梁等が張り出している外周部がある場合は、外側への転倒を防止するため、張り出し部分

を先に解体・撤去するか又は適切な支持等を行う。 

②外周部を自立状態にする場合は、その高さに留意し安全性を確認する。 

（３）地上外周部の転倒解体・撤去を行う際は、転倒解体によるコンクリート塊等の飛散、落下等による

安全性に留意し、速やかに一連の作業を終了させるものとする。 

（４）部材解体・撤去等による場合は、次の①及び②によるものとする。 

①解体・撤去範囲を部材ごと又はブロック単位ごとに 、形状・寸法、重量等を十分に検討し、落

下及び転倒防止のため仮吊り又は仮支持を行い切離す。 

②切り離した部材又はブロックは、落下及び転倒に十分注意し、クレーン等より吊下げ、地上又は
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ステージ上に降ろして分別解体・撤去する。 

（５）地下階の破砕解体を行う際は、工事中異常沈下法面の滑動その他による災害が発生しないよう、災

害防止上において必要な措置を講ずる。  

（６）異種構造、増改築部等の解体・撤去に当たっては、接合部の強度等に十分注意し安全確保に努める。 

 

（交通安全管理） 

第１２条 乙は、建設副産物の搬送計画及び通行経路の選定その他車両の通行に関する事項について、施

工業者に関係機関と十分打ち合わせの上、交通安全管理を行わせるように努めるものとする。 

 

（施行中の環境保全） 

第１３条 乙は、施工業者が解体・撤去工事を行うにあたっては建築基準法、建設リサイクル法、環境基

本法（平成５年法律第９１号）、騒音規制法（昭和４３年法律第９８号）、振動規制法（昭和５１年法律

第６４号）、大気汚染防止法（昭和４３年法律第９７号）、水質汚濁防止法（昭和４５年法律第１３８号）、

廃棄物処理法、土壌汚染対策法（平成１４年法律第５３号）、資源の有効な利用の促進に関する法律（平

成３年法律第４８号）、その他関係法令によるほか、建設副産物適正処理推進要綱（平成５年１月１２

日付建設省経建発第３号）に従い、工事の施工の各段階において、騒音、振動、粉じん、臭気、大気汚

染、水質汚濁等の影響が生じないよう、施工業者に周辺環境の保全に留意させるよう努めるものとする。 

 

（建設廃棄物の工事現場内の保管） 

第１４条 乙は、施工業者が建設廃棄物を工事現場内で保管するにあたっては、周辺の生活環境に影響を

及ぼさないよう施工業者に対策を講じさせ、また分別した廃棄物の種類ごとに、廃棄物処理法の規定に

よる「産業廃棄物保管基準」に従い施工業者に保管させるよう努めるものとする。 

 

（第三者に及ぼした損害）  

第１５条 施工のため第三者に損害を及ぼしたときは、乙がその損害を賠償する。 

なお、乙が賠償すべき損害について、その負担を施工業者と分担して負うこと、あるいは施工業者に

全て負担させることを妨げない。 

２ 前項の規定にかかわらず、施工について乙もしくは施工業者が善良な管理者としての注意を払って

も避けることができない騒音、振動、地盤沈下、地下水の断絶等の事由により第三者に与えた損害を補

償するときは、甲及び乙において誠実に協議を行って対応を決定するものとする。  

３ 前二項の場合その他施工について施工業者以外の第三者との間に紛争が生じた場合は、乙がその処

理解決に当たる。なお、乙が紛争の処理解決を行う際に、施工業者と協力することを妨げない。また、

乙自身で、もしくは乙及び施工業者だけで解決し難いときは、甲は、乙への協力について検討を行うも

のとする。  

 

（施工一般の損害)  

第１６条 解体・撤去工事の完了、土地の引渡しまでに、乙又は施工業者の責に帰すべき事由により、工

事材料、建築設備の機器、支給材料、貸与品その他施工一般について生じた、若しくは乙又は施工業者

が本件地内に与えた損害は、乙の負担とする。 なお、乙が賠償すべき損害について、その負担を施工

業者と分担して負うこと、あるいは施工業者に全て負担させることを妨げない。 

 

（不可抗力による損害）  

第１７条 天災その他自然的又は人為的な事象であって、甲、乙若しくは施工業者のいずれにもその責めを負
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わせることのできない事由によって、本件地内、工事現場内、工事の出来形部分、工事仮設物、工事現場に

搬入した工事材料、建築設備の機器（有償支給材料を含む。）又は施工用機器について損害が生じたときは、

乙は、事実発生後速やかにその状況を甲に報告する。  

２ 前項の損害の負担については、事実の発生後に甲及び乙において協議を行って決定する。  

 

（解体・撤去工事完了後の引き渡し）  

第１８条 乙は、施工業者が解体・撤去工事を完了したときは、設計図書のとおりに解体・撤去工事が適切に

実施されていること及びその後の土地利用に支障がない状態となっていることを確認し、当該確認内容を甲

に報告、説明した上で、本件地を甲に引き渡さなければならない。 

２ 甲は、前項における乙からの報告内容に疑義がある場合は、当該疑義のある部分について乙に対し補

正を求めることができる。 

 

（準拠法） 

第１９条 本協定は、日本国の法令に準拠する。 

 

（誠実協議） 

第２０条 本協定に定めのない事項について必要が生じた場合、又は本協定に関し疑義が生じた場合は、

その都度、甲及び乙が誠実に協議した上で、原則として甲の指示に基づいて対応する。 

 

（合意管轄裁判所） 

第２１条 甲と乙は、本協定から生ずる一切の法律関係に基づく訴えについては、福岡地方裁判所を専属

的合意管轄裁判所とする。 

 

 

 

 以上の証として 本協定書を〔 〕通作成し、甲並びに乙の代表企業及び乙の構成員がそれぞれ記名押

印の上、それぞれが各一通を保有する。 

 

 〔    〕年〔  〕月〔  〕日 

 

 

甲 福岡県福岡市博多区東公園７－７ 

福岡県 

代表者  福岡県知事 服部 誠太郎 

 

 

乙 〔        〕グループ 

代表企業： 〔例：○○県○○市○○○○△－△△－△△〕 

〔        〕 

〔例：代表取締役社長  □□ □□〕 

  

  

構 成 員： 〔例：○○県○○市○○○○△－△△－△△〕 
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〔        〕 

〔例：代表取締役社長  □□ □□〕 

  

  

構 成 員： 〔例：○○県○○市○○○○△－△△－△△〕 

〔        〕 

〔例：代表取締役社長  □□ □□〕 

 

以下余白 


